
長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度について 

産業政策課 

１ ＳＤＧｓを取り巻く背景 

 ○ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）は、持続可能な国際社会の実現のため、2015 年

に国連で採択された 2030年までの国際目標（17の目標と 169の個別のターゲット） 

○ＳＤＧｓの目標を事業活動に取り入れることで、企業価値の向上、ビジネスチャン

スの拡大につながることが期待  

２ 県内中小企業のＳＤＧｓ認知度 

約 13％（H30.10 月  関東経済産業局調査） 

３ 課題（県内企業や有識者の声） 

○「ＳＤＧｓについて、何から取り組めばいいのか分からない」という声が多数 

○既にＳＤＧｓに貢献する事業活動等を行っているにもかかわらず、自社の取組と 

ＳＤＧｓとの関係に気づいていない中小企業が多い。 

○海外取引などでＳＤＧｓの対応を求められることがある。 

○大学生など若い世代は確実にＳＤＧｓを意識している。商品選択のみならず、就職

先としてもＳＤＧｓに取り組む企業は優位性を有する。 

４ 制度の概要 

（１）目的 

①ＳＤＧｓと事業活動との関連について「気付き」を得ること 

②ＳＤＧｓに資する具体的なアクションを促進すること 

（２）登録方法 

２つの要件を満たすことにより、県において登録 

・要件１：ＳＤＧｓ達成に向けた方針と重点的な取組を宣言 

・要件２：県が設定した 42 の項目について具体的な取組を記載 

（３）登録のメリット 

県ホームページ等での企業等の取組の紹介・ＰＲ 

登録マークの使用（企業ホームページ・パンフレット・名刺 等） 

（４）ＳＤＧｓ推進により期待される効果 

ブランドイメージ向上、人材の確保・育成、販路拡大、経営リスクマネジメント 

社会課題の解決につながる新商品・サービスの開発等 

５ 登録状況と登録見込み 

第１期登録：80 社（５月 21 日～６月末までの申請） 

第２期登録：81 社から申請（７月１日～９月末までの申請） 

※第２期の登録・公表は 10 月下旬以降に実施 

６ 今後のスケジュール（R 元年度分） 

 申請期間 
登録日 
（予定） 

第３期 10月１日 
～ 

12月 31 日 １月末 

第４期 １月１日 ３月 31 日 ４月末 

長野県 SDGs推進企業登録制度 

登録マーク 

資料８ 



登録申請内容（イメージ） 

要件１ 

ＳＤＧｓ達成に向けた経営方針等と、「環境」、「社会」、「経済」の３側面全てについて、要件２
を踏まえ重点的な取組と目標を記載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要件２ 

県が設定した 42 のチェック項目について、具体的な取組を記載（セルフチェック） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

※「取組レベル」：登録には原則として「基本」を全て満たすことが必要 

35
【内部管理体制】
・経営理念及び経営目標を社内で共有している

基本 8 9 17

36
【法令遵守】
・法令遵守の考えが社内に浸透し、法令を確実に遵守す
る体制・仕組みを構築している

基本 16

37
【組織体制】
・企業活動が社会・環境に及ぼす影響に対応する担当、
専門部署などの体制を整備している

基本 16

38

【ステークホルダーとの対話】
・ステークホルダー（※）との対話により、自社の活動
がステークホルダーに及ぼす影響を把握し、適切に対応
している（※利害関係者：消費者、投資家等及び社会全
体）

基本 16 17

39
【リスクマネジメント】
・リスクを特定、評価し、マネジメントするプロセスを
整備している

チャレンジ 16

40

【社会的責任】
・ＣＳＲ（Corporate Social Responsibility：企業の社
会的責任）の考えに基づき企業活動が社会・環境に及ぼ
す影響に対して、責任を持った対応に取り組んでいる

チャレンジ 16  

41
【事業継続】
・事故や災害などの発生における事業継続計画を立案し
ている

チャレンジ 9 11
13

13.1
16

42
【事業承継】
・事業承継に関する検討・対策を行っている

チャレンジ 8 9 17

上記以外で設定した取組項目

具体的な取組 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
組
織
体
制

独自に設定したSDGsに資する取組

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

1

【差別の禁止】
・性別、年齢、障がい、国籍、出身などによる差別を防
ぐ教育体制や相談体制を整備し、差別がないことを確認
している

基本
5.1
5.2
5.5

8.5
8.7
8.8

10.2
10.3

16.1
16.2
16.7

2
【ハラスメント禁止】
・セクハラ、マタハラ、パワハラ等のハラスメントを防
ぐ、ルール・教育・相談体制を整備している

基本
5.1
5.2
5.5

8.5
8.8

16.1

3
【労働時間】
・過度な長時間労働の防止に取り組んでいる

基本
8.5
8.8

4
【外国人労働者】
・外国人労働者に対する差別、人権侵害がないことを確
認している

基本 4.4
8.7
8.8

10.2
10.3

5
【労働安全衛生】
・作業中の事故等を防ぐため、安全で衛生的な労働環境
の整備に取り組んでいる

基本 3 8

6
【メンタルヘルス】
・労働者のメンタルヘルスを良好に維持できるように対
策に取り組んでいる

基本 3

7
【ダイバーシティ経営】
・多様な人材（女性、外国人、障がい者、高齢者等）
が、十分に活躍できる環境の整備に取り組んでいる

基本
5.1
5.5

8.5
10.2
10.3

8
【人材育成】
・適切な能力開発、教育訓練の機会を従業員に提供して
いる

基本 4 5.5 8 9

9
【公正な待遇】
・雇用形態に関わらず、同一労働同一賃金等の原則に
沿って対応している

基本 5.5 8.5
10.2
10.3

10
【健康経営】
・従業員への健康投資による生産性の向上等に取り組ん
でいる

チャレンジ 3 8

SDGs達成に向けた具体的な取組（要件２）（様式第３号）

カテ
ゴリ

取組
レベル

具体的な
取組

 
 
 
 
 
人
権
・
労
働

主なSDGs（17ゴールと169ターゲット）関連項目
非
該
当

チェック項目

 

     SDGs 達成に向けた宣言書（要件１） 

年    月    日 

住所 

企業名 

代表者                   

当社は、SDGs の内容を理解し、SDGs 達成に向けた方針及び取組を下記のとおり宣言します。 

記 

SDGs 達成に向けた経営方針等 

 
 

 

３側面 SDGs 達成に向けた重点的な取組 2030年に向けた指標 
重点的な取組及び 

指標の進捗状況 

環境 

社会 

経済 

   

 

 
 

 

 

 

 

  

 

※ 


